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東京電力福島第 1原発事故によつて被災した人たちを支援する「子ども。被災者生活支

援法」の基本方針案を復興庁が公表した。

パブリックコメント (意見公募)を実施し、 9月 23日 に締め切つた。 15日 間の予定

だったが、短いとの批判を受け10日 間延長し、約4900件 集まつた。一方、説明会は

福島と東京の 2カ所で開催しただけだ。

政府は近く、基本方針を閣議決定する意向とされる。だが、昨年 6月 に法律が成立して

から1年以上基本方針案が示されなかった経緯に照らせば、性急だ。中身も不十分であり、

市民や自治体などの意見を十分踏まえた内容に見直すよう求めたい。

法律は、支援対象地域の「居住者」「帰還者」「避難者」いずれの選択も尊重して支援す

るとうたう。基本方針案では、支援対象地域を、事故後に「相当な」放射線量だった福島

県東部の33市町村に限定した。

法律では、「一定の基準以上の放射線量が計測される地域」の住民を支援対象と定めたが、

結局、基準線量値は示さなかつた。一般人の被ばく限度量である年間 1ミ リシーベル トを

超える地域の指定を求める被災者の声が多かったが、反映されなかつた。

福島県外への支援対象拡大に伴う財政支出の増加を嫌ったとの見方が出ている。だが、

福島県外にも放射線量の高い地域は存在する。コストだけで線引きしたとすれば疑問だ。

実際に対象から外れた千葉や茨城、栃木県などの相当数の市が批判の意見書を復興庁に

出した。

問題は、支援対象地域だけではない。既に実施されている施策が支援内容の大半だとの

批判が強い。被災者からの要望が強い福島県外での健康調査実施や、医療費の減免措置は

検討課題として先送りした。また、避難者への対策が手薄だ。既に打ち切られた県外避難

者のための家賃補助復活は盛り込まれなかった。

福島県はふるさとへの帰還を呼びかける。もちろん、帰りたい人が帰れる環境づくりは

大切だ。だが、事故収束に向けての原発内の厳しい作業や、除染の現状に照らせば、避難

を選択する住民の意思も尊重されるべきだ。それが法律の理念だ。

法律の担当者だった元参事官は「白黒つけずに曖味なままにしておくことに関係者が同

意」とネット上に書き込み、更迭・処分された。その後、法律をめぐる関係省庁との会議

録が作られていないことが明らかになつた。

説明責任を放棄していると思われても仕方ない。法律に実効性を持たせようと国会議員

100人以上が名を連ねる議員連盟も、基本方針案や政府の姿勢を批判している。パブリ

ックコメントも参考に、国民の声をくみ取つた内容にすべきだ。


